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△ 与党の税制改正大綱

Q ●
● 与党3党の税制改正大綱が先月発表さ

れたようですが、概要を教えてください。

A ：自由民主党・公明党・保守党の与党3

党がとりまとめた平成14年度税制改正大綱に

は次のような項目が盛り込まれています。

(1)連結納税制度関係

制度の基本的な仕組みのほか、平成14年4

月1日以後開始事業年度からの適用開始、

連結納税の適用企業に対し2年間2％の連結

付加税が課される旨が明記されています。

(2)連結納税制度導入に伴う課税ベース拡大

連結納税の選択の有無にかかわらず全ての

法人に対し、退職給与引当金制度を廃止し、

受取配当等の益金不算入制度については特

定株式を除いて益金不算入割合が80％から

50％に引き下げられます。

(3)中小企業支援

資本金1千万円超5千万円以下の法人の交際

費定額控除枠引上げ、留保金課税軽減等の

特例が設けられています。

(4)相続税関係

一定の要件を満たす非上場の同族会社株式

について、相続税の課税価格を10％減額す

る措置が新設されます。

(5)金融証券税制

証券業者に特定口座を設けその中で上場株

式の取引をした場合には申告不要とする制

度を創設する他、老人等マル優が障害者等

のマル優と一本化されます。その他、スト

ックオプションや金庫株など商法関連の税

制整備も行われています。

＝ 申ロ


